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（百万円未満切捨て） 
１．19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円   ％

19年９月中間期 
18年９月中間期 

32,865     5.4  
31,170    14.6  

448    △59.7 
1,113   △46.7 

389   △67.3  
1,191   △44.0  

△714       － 
115   △91.7 

19年３月期 63,841        － 2,076        － 2,170       － △426    － 
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

  円   銭  円   銭

19年９月中間期 
18年９月中間期 

△16    28   
2  66  

－  
2  59 

19年３月期 △ 9  82  － 
(参考) 持分法投資損益   19年９月中間期 49百万円  18年９月中間期 52百万円  19年３月期 91百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産       純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

19年９月中間期 
18年９月中間期 

90,568     
83,999   

37,473    
37,172  

33.9   
36.2  

685    12 
701  08 

19年３月期 87,650     37,101    34.7   700    11 
(参考) 自己資本   19年９月中間期  30,739百万円  18年９月中間期 30,446百万円  19年３月期 30,411百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 
18年９月中間期 

379      
△276    

△6,067     
△2,993     

3,255      
140      

7,026     
10,112     

19年３月期 1,066      △6,242     926      9,241     
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

  円    銭  円     銭  円     銭

19年３月期 5    00  7    00 12     00 

20年３月期 5    00   

20年３月期（予想）  7    00 
12     00 

 
３．20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭

通 期 68,700   7.6 780  △62.4 440  △79.7 △1,820   － △40  56 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

新規  １社（社名 ＯＯＯ 大同メタルロシア）   除外 ―社 
(注) 詳細は、６ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有  
② ①以外の変更   無 

〔(注)詳細は、16ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数(自己株式を含む) 
19年９月中間期 44,956,853株 18年９月中間期 43,497,942株 19年３月期 43,515,128株 

②期末自己株式数           
19年９月中間期    90,376株 18年９月中間期   70,769株 19年３月期   77,051株 

 (注) 1株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、31ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.19年９月中間期の個別業績(平成19年４月１日～平成19年９月30日) 
(1)個別経営成績                           （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高    営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円      ％ 百万円      ％

19年９月中間期 
18年９月中間期 

26,300      8.5 
24,234       3.1 

1,792    △ 2.8 
1,843    △13.3 

1,796     △18.7  
2,209     △ 3.6  

△850        － 
1,279      62.6 

19年３月期 50,699         － 4,256    － 4,669         － △ 13    － 
 

 １株当たり中間 

（当期）純利益 

 円    銭

19年９月中間期 
18年９月中間期 

△19      39  
29      50  

19年３月期 △ 0   30 
 

(2)個別財政状態 

 総 資 産       純 資 産     自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

19年９月中間期 
18年９月中間期 

63,132    
62,532   

29,656     
31,488     

47.0   
50.4   

660    99  
725    09  

19年３月期 62,346     30,055     48.2   691    91  
(参考) 自己資本 19年９月中間期 29,656百万円  18年９月中間期  31,488百万円  19年３月期  30,055百万円 

 
 
２．20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

（％表示は対前期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭

通    期 
 

53,600   5.7 3,800 △10.7 3,800 △18.6
 

△510   － △11  36 
 
 
 
 

 

 

 

 

（〔 〕内は、一定の場合に省略することができます。） 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  上記に記載した予想数値は現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績は今後様々な要因 

によって予想数値と大きく異なる場合があります。なお、業績予想数値に関する事項につきましては、添付資料の 

３ページ「１．経営成績」をご参照ください。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

 

  （当中間期の経営成績） 

当中間連結会計期間における世界経済は、原油の急騰、非鉄の高騰それにサブプライムローン問題といった懸念材料があり 

   ましたが、全体的には景気は拡大傾向を持続いたしました。米国は住宅市場の調整から減速懸念が見られましたが、欧州は引 

   き続き景気拡大基調にあり、アジアも中国が牽引役となり景気拡大を持続しております。 

    一方、わが国経済は、高水準の企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改善が見られ、景気は引き続き緩やかな 

   回復基調にあります。 

 

このような経済環境下にあって、当社グループの売上げの約８０％を占める自動車産業は、当中間期の輸出台数が、中国を 

はじめとするアジア及び欧州を中心に３，１３４千台（前年同期比６．８％増）と１９年振りに３，０００千台を超えました 

が、国内販売台数が２，４８４千台(同左８．１％減)と減少したことで、国内生産台数は５，４７９千台(同左０．９％減)と 

前年同期に比し若干下回りました。しかしながら、海外日系メーカーの生産台数は、アジア、北米で着実に増加しており、国 

内自動車メーカーの国内外合計生産台数は、引き続き増加傾向にあります。 

 

 また、当社グループで自動車についで事業の柱となっている造船業界は、新造船の建造量が引き続き好調に推移しており、 

それに、建設機械においても海外の旺盛な需要に支えられ、輸出出荷額の伸びが続いております。 

 

 これら、いずれの産業分野も、海外を中心とした順調な販売拡大、生産増加傾向にあって、当社グループの、国内及び海外 

の地域別戦略に沿って、着実に販売拡大に結び付けるべく事業展開を推進しております。 

 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は、３２８億６５百万円と前年同期比１６億９４百万円(＋5.4％)の増加となり、 

内自動車用軸受は２６０億４７百万円(前年同期比＋3.0％)、非自動車用軸受は６３億９７百万円(同左＋15.6％)、軸受以外 

は４億１９百万円(同左＋23.3％)となりました。 

 

 利益状況につきましては、現在、大同プレーンベアリング（株）（以下、「ＤＰＢ」という。）を核とした国内生産体制の再 

編による基盤強化、米国の大同メタルベルフォンテンLLC(以下、「ＤＭＢ」という。)の早期再建及び欧州の拡販に向けた体 

制整備、強化など、利益貢献への課題に、当社グループを挙げて取り組んでおります。 

 しかしながら、平成１９年１０月２５日に発表いたしました｢業績予想の修正に関するお知らせ」(以下、「お知らせ」とい 

う。)の差異理由で掲げました内容及びその後の会計監査による決算調整などにより、営業利益４億４８百万円（前年同期比

６億６５百万円減、△59.7％）、経常利益３億８９百万円（同左８億２百万円減、△67.3％）、中間純損失７億１４百万円（前

年同期は１億１５百万円の純利益）となりました。 

 

 また、当中間会計期間の個別業績につきましては、好調な業界環境を受け、売上高は当初業績予想値を上回る２６３億円(前 

年同期比２０億６６百万円増、＋8.5％)と、大幅な増収になりました。 

 利益状況は、上記連結利益と同様、「お知らせ」に記載の差異理由及び若干の決算調整などにより、営業利益１７億９２百 

万円(前年同期比５１百万円減、△2.8％）、経常利益１７億９６百万円(同左４億１２百万円減、△18.7％)、中間純損失８億 

５０百万円(前年同期は１２億７９百万円の純利益）となりました。 

 

  （通期の見通し） 

    通期の世界経済見通しは、米国サブプライムローン問題の影響による消費減退が懸念されますが、アジア、欧州は引き続き 

   堅調に推移するものと思われます。国内経済についても、緩やかな回復傾向を持続しつつも、金利動向に加え、原油、非鉄及 

び鋼材など、素材価格に対し引き続き注視する必要があります。 

 

 自動車業界の通期見通しでは、自動車の国内生産台数は、輸出が堅調に推移するものの、国内販売が減少傾向にあり、前年 

度比微減が見込まれております。一方、海外日系メーカーの生産台数は、積極的な設備投資による競争力向上から、欧米、ア 

ジア市場で生産台数を伸ばしており、前年実績を上回る伸びが見込まれております。 

 また、非自動車である、造船、建設機械、一般産業などの分野は、上期と同様、好調な状況が続くものと思われます。 

 

 このような業況のなか、この下期は、本日公表しました、東京・埼玉両工場の閉鎖と、ＤＰＢへの生産集約という、当社グ 

ループにとって極めて重要な統合事業がはじまります。これにより、ＤＰＢを中心とした国内生産拠点の再編による収益力向 

上が一層強化されることになります。 

 また、犬山工場のＤＰＢへのライン設備移設が本年度末迄に終了する予定であり、その空いたスペースに予定しております、 

船舶用軸受などの設備の増強が年明け早々より始まることで、来年度以降の売上拡大と利益貢献に期待いたしております。 

 

 一方、当中間期及び通期業績に影響を及ぼした、ＤＭＢのストライキによる一時的費用も減少してきており、今年度内の決 

着を目指すとともに、再建プランの着実な実行を進めております。また、欧州の拡販についても、体制強化の効果が徐々に出 

始めており、更なるビジネス拡大を図るべく取り組んでまいります。 

 

 これらの重要課題を、今年度において確実に実行し、来年度以降の飛躍に繋げてまいります。  
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なお、当社グループの通期での業績見通しにつきましては、連結売上高は６８７億円（前期比４８億５８百万円増 、＋7.6％） 

を見込んでおります。 

 利益面では、非鉄高騰の影響、上記重要課題の費用増などにより、連結営業利益７億８０百万円(前期比１２億９６百万円減、 

△62.4％)、連結経常利益４億４０百万円（同左１７億３０百万円減、△79.7％）、連結当期純損失１８億２０百万円(前期は４ 

２６百万円の純損失）を見込んでおります。   

 

（２）財政状態に関する分析 

  (資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローに関する分析) 

 

  ①資産、負債、純資産に関する分析 

    当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比し２９億１８百万円増加し、９０５億６８百万円となりました。 

    資産の部では、たな卸資産の増加があった一方、現金及び預金等の減少により流動資産は４２８億２４百万円と５億５７百 

万円減少し、固定資産は、のれんの計上及び有形固定資産の増加等により、４７７億３９百万円と３４億７７百万円増加いた 

しました。 

    負債の部では、流動負債は短期借入金等の増加により、２５７億６１百万円と１億２８百万円の増加となり、固定負債は長 

期借入金等の増加により、２７３億３３百万円と２４億１７百万円増加いたしました。 

    純資産合計は、利益剰余金の減少がありましたが、転換社債の株式転換行使に伴う資本金、資本剰余金の増加等があり、３ 

７４億７３百万円と３億７２百万円増加いたしました。 

 

   ②キャッシュ・フローに関する分析 

                                      （単位：百万円未満切捨て）  

 前中間期 当中間期 （増減） 

営業活動によるキャッシュ･フロー △276 379 655 

投資活動によるキャッシュ･フロー △2,993 △6,067 △3,073 

財務活動によるキャッシュ･フロー 140 3,255 3,115 

現金及び現金同等物の期末残高 10,112 7,026 △3,086 

 

    当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、｢資金｣という。)は、前連結会計年度末に比し２２億１５百万円 

   減少し、７０億２６百万円となりました。 

    当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 

    営業活動の結果得られた資金は、３億７９百万円となりました。収入の主な内訳は、減価償却費２３億４百万円及び仕入債 

   務の増加額１４億３３百万円であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額１４億７百万円及びたな卸資産の増加額７億７６

百万円であります。 

  （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

    投資活動の結果使用した資金は、６０億６７百万円となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出が３８億７ 

   ６百万円及び連結の範囲を伴う子会社株式の取得が１８億７９百万円あったことによるものです。 

  （財務活動によるキャッシュ･フロー）   

    財務活動の結果増加した資金は、３２億５５百万円となりました。これは、主に短期、長期借入金の純増加額が３９億６百 

   万円となったことによるものです。 

              

   （キャッシュ・フロー関連指標の推移）                        （単位：百万円未満切捨て） 

 
平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 

平成20年3月期

中間 

自己資本比率（％） 34.7 35.5 37.2 34.7 33.9

時価ベースの自己資本比率（％） 30.1 43.0 55.8 37.4 37.7

債務償還年数（年） 4.8 5.4 6.5 22.7 36.4

インタレスト･カバレッジ･レシオ（倍） 13.4 13.6 12.6 1.7 1.2

1．自己資本比率         ：自己資本/総資産 

2．時価ベースの自己資本比率   ：株式時価総額/総資産 

3．債務償還年数         ：有利子負債/キャッシュ･フロー 

                  （中間期については、営業キャッシュ･フローを年額に換算するため２倍にしております） 

4．インタレスト･カバレッジ･レシオ：キャッシュ･フロー/利払い 

（注１）各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)で計算しております。 

（注３）キャッシュ･フローは、連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としております。 

（注５）利払いにつきましては、連結キャッシュ･フロー計算書に計上されている｢利息の支払額｣を使用しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

       当社は、株主の皆様へ、経営成績などを考慮した適切な利益還元と、将来必要な内部留保資金を総合的に勘案し、長期安定 

   的な剰余金の配当水準を維持することを基本方針としております。 

     

    当中間期末の配当金につきましては、平成１９年１１月１４日開催の取締役会において上記方針を踏まえ、１株あたり５円 

   (前年同期実績と同一)とさせていただくことを決議いたしました。 

    なお、中間配当金を含めた当期配当金は、１株あたり１２円(前年実績と同一)を予定しております。   

 

（４）事業等のリスク 

    当社グループの投資者の判断に影響を及ぼす可能性があるリスク要因としては、以下の内容項目があります。 

    なお、文中における将来に関する事項は、本資料作成日現在において当社グループが判断したものであります。  

 

① 原材料（鋼材・非鉄等）の価格動向について 

   中国、インド等の新興国をはじめとして、世界的に需要の伸びは大きく、価格高騰の主要因の一つにあげられております。 

   鋼材、非鉄は、いずれも当社の軸受主材料として相当量使用しておりますが、今後の需給バランスによっては、更に価格高 

  騰の懸念もあり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

   当社グループとしては、従来にも増して歩留向上、消費削減、それに回収効率向上など、使用量を減らすべく努力を続けて 

  まいります。 

 

   ② 海外事業拡大による為替リスクの影響について 

     当社は、海外の事業展開を積極的に進めてきており、現地通貨(米ドル、ユーロ等)建て取引増加に伴い、より為替リスクの 

   影響を受ける可能性があります。これら為替リスクを極力回避すべく、現地生産化の拡大など適切な対応を講じてまいります。 

また、海外子会社の業績及び財産評価は、連結財務諸表作成において、期末の為替レートで換算するために、損益、財産の 

    状況に、影響を与える可能性があります。 

 

③ 地震等災害について 

   近年、国内外において、大規模な地震が多発しておりますが、当社の主力工場は、愛知県、岐阜県と東海地域に立地してい 

  ることから、懸念される東海地震、東南海地震が発生した場合には、当社グループの生産活動に支障が生じ、業績に影響を与 

  える可能性があります。 

   当社グループは、地震に限らず火災等の防災対策、発生時の人命保護、それに復旧対策など継続して取り組んでまいります。 

 

④ 情報漏洩について 

   個人情報、企業情報の漏洩が社会問題化している昨今、当社グループにおいても、それらの情報を常時取り扱うなかで、 

  情報漏洩リスクは否定できず、万一発生した場合の企業責任や信用の喪失による、有形、無形の損失を被る可能性がありま 

  す。 

   このため、機密管理に係るルールの整備、教育、管理体制の強化に努めてまいります。 

 

⑤ 金利上昇について 

   当社グループは、中・長期展望に立って、事業拡大の展開を図っておりますが、その投資資金等の調達において有利子負 

  債を有しており、日本及び海外拠点の立地国における金融政策、金利政策の変化による金利上昇は、今後の業績に影響を与 

  える可能性があります。 

 

⑥ 海外拠点での潜在リスクについて 

   当社グループは、世界4極体制を推進し、現在海外拠点が１７箇所となっております。このため、進出国の法令の制定・改 

  定、政治情勢の変化、テロ及び伝染病等の潜在リスクも内在しております。 

 

⑦ 環境保全への対応について 

   当社は、全事業所、工場で、環境マネジメントシステム(ＩＳＯ１４００１)の認証を取得し、環境に配慮した事業、生産 

  活動に努めており、まだ認証取得していない一部の海外を含めた子会社においても、近々認証取得する予定であります。し 

  かし、事業活動を行う上で環境負荷の高い物質を使用する場合もあり、環境関連法令等の新規制あるいは改正等により、使 

  用が規制される場合があり、生産活動に影響を与える可能性があります。 

   これらの規制動向の早期把握に努め、生産活動に支障が生じないよう努めてまいります。 

   

  ⑧ 業界環境の変化について 

     当社グループの売上は、自動車及び自動車関連部品が８０％近くを占めており、国内、海外のこれら取引メーカーの資本 

    関係の変化、拠点の統廃合、販売動向及び政策変更等、当社グループにとって事業環境に大きな変化が生じた場合、不利な 

    状況に働いたときにおいては、業績に影響を与える可能性があります。 

 

  ⑨ 土壌汚染に対するリスクについて 

     当社の、東京工場、埼玉工場の閉鎖により、両工場用地の土壌調査を実施することになりますが、土壌が汚染されている 

    可能性があります。汚染が確認された場合は、関係法令に従い適正に対策を講ずる必要が生じます。 

土壌汚染対策は、今後の土地の活用方法を考慮したうえで、最適な対策を検討してまいります。    
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２．企業集団の状況 

（事業系統図） 

  当社グループは、当社、子会社２３社、関連会社1社で構成されており、自動車、船舶等の各種産業用軸受、組付時に潤滑 

 油を充填する予潤滑軸受、完全無給油の無潤滑軸受、特殊軸受、軸受以外のロータリーポンプ、集中潤滑装置等の製造、国内 

外での製品等の販売を主な事業として取り組んでおります。 

得　　　意　　　先

大同メタル工業株式会社

《　米国 》
《販売》 《持株会社》

大同メタル販売（株） 大同メタルアメリカCORP．

《製造》 《製造・販売》
大同ﾌﾟﾚｰﾝ ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ（株） 大同メタルU.S.A.INC.

《配送》 《製造》
大同ロジテック（株） 大同メタルベルフォンテンLLC

《　アジア 》 (韓国)

《製造・販売》 《製造・販売》
エヌデーシー（株） 同晟金属（株）

(タイ)

《販売》 《製造・販売》
エヌデーシー販売（株） ダイナメタルCO.,LTD.

(インドネシア)

《製造》 《製造・販売》
　(株）アジアケルメット製作所 PT.大同メタルインドネシア

(台湾)

《販売》
中原大同股份有限公司  

(中国)

《製造・販売》
大同精密金属（蘇州）有限公司

《　欧州 》 (イギリス)

《製造・販売》
大同ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ ﾍﾞｱﾘﾝｸ ﾞﾖｰﾛｯﾊﾟLTD．

(モンテネグロ)

《製造・販売》
大同メタルコトールAD

(ドイツ)

《販売》
大同メタルヨーロッパGmbH

(チェコ)

《製造・販売》
大同メタルチェコs.r.o.

(イギリス)

《販売》
大同メタルヨーロッパLTD.

(ロシア)

《製造・販売》
＊ OOO 大同メタルロシア

＊ 2007年9月商号変更(旧：OOO ZMZ-ベアリングス)

(韓国)

《製造・販売》
韓国ドライベアリング（株）

(米国)

《販売》 《製造・販売》
ニューウェーブ（株） ｴﾇﾃﾞｰｼｰ.ｵﾌﾞ.ｱﾒﾘｶ.INC．

(インド)

《製造・販売》
ＢＢＬ大同プライベートLTD．

連　結　子　会　社

国　　　内（7社） 海　　　外（17社）

連　結　子　会　社

非連結子会社

持分法適用非連結子会社

持分法適用関連会社

持分法非適用非連結子会社
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

    当社は、経営方針として、｢企業理念｣、｢行動憲章｣、｢行動基準｣、｢行動指針｣及び｢環境基本方針｣を掲げ、事業活動を通し 

   て社会に貢献してまいります。また、技術立社として、トライボロジー（摩擦・磨耗・潤滑技術）の領域から、産業技術、環 

   境保全技術の発展に積極的に取り組み、企業としての社会的責任を果たしていく所存であります。 

    具体的な活動指針として、中期経営計画の｢中期ビジョン：世界№1トライボロジー企業｣及び年度毎の｢基本方針、基本目標、 

   重点実施事項｣、｢ＱＣ方針｣、｢環境方針｣、｢安全衛生管理方針｣を示し、大同グループ全てに徹底を図り、常に経営トップから 

   従業員一人ひとりに至るまで、会社の進むべき方向、成すべき活動内容の共有化と方針管理による経営方針の達成を目指し、 

   健全な企業発展により、株主、顧客、従業員などの期待に応え、企業価値の向上に努めてまいります。 

 

（２）目標とする経営指標 

    経営運営、管理上の経営指標は、「資産効率」、「生産効率」、「設備効率」及び「販売効率」等に係る多くの指標があります 

   が、中・長期的な企業価値向上を目指すための重要な経営指標として、①売上高営業利益率、②株主資本利益率（ＲＯＥ）を 

   重視しております。①は営業活動の収益性、②は資本の効率性と、それぞれの観点から獲得すべき利益目標としております。 

    中期経営計画の最終年度である２００９年度において売上高７５０億円、営業利益６６億円、経常利益６０億円、当期純利 

   益３５億円、それに、売上高営業利益率、ＲＯＥといずれも過去最高の業績を目指し、２００７年４月から、中期経営計画ロ 

   ーリングプラン（見直し計画）の後半３ヶ年のスタートを切りました。       

    

（３）中長期的な会社の経営戦略 

    ２００４年４月から２０１０年３月までの、６ヵ年中期経営計画の後半３ヵ年のローリングプラン(計画の見直し)を策定致 

   しました。 

    この中期経営計画の達成目標は、呼称でもある「トップ オブ ザ ワールド（世界№１軸受メーカー）」であります。こ 

   のため、早くからグローバル展開の重要性を認識し、｢世界4極体制の構築と体制整備｣の具現化を進め、本年９月には、今後 

   自動車産業の急成長が見込めるロシアにおいて、最大手軸受製造・販売会社ＺＭＺ－ベアリングス社（ＯＯＯ 大同メタルロシ 

   アに改称済）を買収し、海外の生産・販売(統括会社を含む)拠点は１７箇所となりました。また、国内では、ＤＰＢへの東京・ 

   埼玉両工場集約 により、国内生産体制の整備と、経営基盤の強化を図り、更なる飛躍と発展に向け大きく前進してまいりま 

  す。 

    今後も、海外の売上拡大、生産合理化の追求、研究開発の優位性確保など取り組むべき課題に対し、計画に沿って着実に実 

   行することにより、当社の創立７０周年にもあたる、本中期経営計画最終年度の２００９年度を、トップ オブ ザ ワール 

   ドの達成と、過去最高の売上・利益達成を成し遂げ、記念すべき年として迎えることが出来るよう、大同グループの総力を結 

   集し取り組んでまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

  ① 大同メタルベルフォンテンLLC(以下、「ＤＭＢ」という。)の再建 

     現在、ＤＭＢは、再建に向けたビジネスプランに対し、着実に実行へ移しているところであります。この達成を目指すう 

    えで、費用削減の柱である人員削減と賃金改定による労務費の圧縮は不可欠であり、賃金等改定交渉において、労働組合は 

    それを不服としストライキに入っておりますが、会社側は一切の譲歩、妥協をすることなく今年度内の決着を図るべく、固 

    い決意で取り組んでおります。 

 この解決により、再建を確実なものとし、当社グループへの業績貢献を少しでも早めるように努力してまいります。 

 

   ② 自動車エンジン用軸受事業の大同プレーンベアリング（株）（以下、「ＤＰＢ」という。）関工場への移設・集約化 

       当社グループの中心的役割を担う、国内生産拠点の経営基盤強化を図るため、モノづくりの原点である、生産効率を高め、 

    収益力向上を目指すうえで、生産拠点体制の再編による合理化を進めておりますが、東京・埼玉両工場のＤＰＢへの生産移 

    転が決まり、来年早々から設備移設が始まる予定であります。 

 この工場集約は、当社にとって最重要課題でもあったことから、中期プランの達成へ向け、集約効果を確保すべく計画を 

推進してまいります。 

 

③ 欧州地域の拡販と利益確保 

   当社グループの中期展望において、事業拡大を展開するうえで、欧州は海外戦略上の最重要地域と位置づけております。 

   欧州地域の生産、販売拠点の多くは、設立後まだ日の浅いこともあり、費用が先行している影響で、利益確保には至って 

  おりませんが、拡販に向けた体制強化と経営基盤の整備を着実に進め、早期に当社グループへの貢献を目指してまいります。 

 今年度に入り、複数の新たな現地自動車メーカー及び自動車部品メーカーとの取引が決まるなど、徐々に成果として現れ 

ており、売上拡大に向け、更に前進してまいります。 

 

④ ＯＯＯ 大同メタルロシア（以下、「ＤＭＲ」という。）の事業基盤整備 

   ロシアは、近い将来、自動車産業の発展により、自動車生産台数の大きな伸びが期待され、日系自動車メーカーの進出も 

  始まりつつあることから、ロシア市場での優位性確保と、欧州を睨んだ事業展開を目指し、今年９月にＤＭＲを買収いたし 

  ました。１００％子会社化により、既存欧州拠点における販売、生産の両面の補完体制を構築するとともに、そのシナジー 

  効果も期待しております。 

 このための具体的プランを着実に実行してまいります。 
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４．中間連結財務諸表 

（１）中間連結貸借対照表 

 
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   9,753,515 7,104,895  8,980,706

２ 受取手形及び売掛金 ※5  19,485,404 20,471,011  20,208,789

３ 有価証券   595,319 307,052  585,482

４ たな卸資産   11,091,878 13,075,914  11,762,686

５ その他   2,184,967 1,953,873  1,925,670

貸倒引当金   △70,465 △87,816  △81,135

流動資産合計   43,040,620 51.2 42,824,930 47.3  43,382,198 49.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物及び構築物 ※1,2 8,128,954 11,016,829 10,850,402 

(2) 機械装置 
  及び運搬具 

※1,2 15,424,736 17,992,242 17,442,635 

(3) 土地 ※２ 7,769,867 7,971,154 7,888,633 

(4) その他 ※1,2 4,698,319 36,021,878 42.9 2,771,220 39,751,447 43.9 2,510,813 38,692,484 44.2

２ 無形固定資産    

(1) のれん  ― 1,710,641 ― 

(2) その他  408,461 408,461 0.5 925,470 2,636,111 2.9 907,844 907,844 1.0

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  2,129,721 2,644,312 2,308,109 

(2) その他 ※２ 2,601,406 2,930,422 2,607,161 

貸倒引当金  △204,383 4,526,744 5.4 △223,188 5,351,547 5.9 △254,249 4,661,021 5.3

固定資産合計   40,957,083 48.8 47,739,105 52.7  44,261,351 50.5

Ⅲ 繰延資産    

１ 社債発行費  2,100 4,309 6,505 

繰延資産合計   2,100 0.0 4,309 0.0  6,505 0.0

資産合計   83,999,803 100.0 90,568,345 100.0  87,650,055 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金   8,961,933 10,757,953  8,903,682

２ 短期借入金 ※２  3,405,684 5,355,475  3,617,620

３ 一年以内返済予定の 
  長期借入金 

※２  5,585,219 1,940,775  2,002,908

４ 一年以内償還予定の 
  社債 

  200,000 532,000  532,000

５ 一年以内償還予定の 
  転換社債 

  680,000 ―  672,000

６ 賞与引当金   1,320,894 1,269,204  1,393,976

７ 役員賞与引当金   ― 4,500  11,340

８ その他   6,162,087 5,901,642  8,499,139

流動負債合計   26,315,818 31.4 25,761,552 28.4  25,632,667 29.3

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   400,000 202,000  318,000

２ 長期借入金 ※２  13,047,578 19,603,581  17,019,953

３ 退職給付引当金   3,920,059 3,993,650  3,878,844

４ 役員退職慰労引当金   21,597 27,146  26,925

５ 負ののれん   139,476 46,574  70,809

６ その他   2,982,862 3,460,187  3,601,354

固定負債合計   20,511,575 24.4 27,333,139 30.2  24,915,886 28.4

負債合計   46,827,394 55.8 53,094,692 58.6  50,548,553 57.7

    

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   6,933,251 8.3 7,273,178 8.0  6,937,256 7.9

２ 資本剰余金   7,607,194 9.1 7,946,245 8.8  7,611,188 8.7

３ 利益剰余金   14,917,320 17.7 13,140,199 14.5  14,158,301 16.2

４ 自己株式   △57,050 △0.1 △72,329 △0.1  △62,059 △0.1

株主資本合計   29,400,716 35.0 28,287,292 31.2  28,644,686 32.7

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  542,094 0.6 776,007 0.9  630,257 0.7

２ 為替換算調整勘定   503,519 0.6 1,675,942 1.8  1,136,512 1.3

評価・換算差額等 
合計 

  1,045,613 1.2 2,451,949 2.7  1,766,770 2.0

Ⅲ 少数株主持分   6,726,079 8.0 6,734,411 7.5  6,690,044 7.6

純資産合計   37,172,409 44.2 37,473,653 41.4  37,101,502 42.3

負債純資産合計   83,999,803 100.0 90,568,345 100.0  87,650,055 100.0
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（２）中間連結損益計算書 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   31,170,896 100.0 32,865,098 100.0  63,841,040 100.0

Ⅱ 売上原価   24,109,369 77.3 26,047,863 79.3  49,616,987 77.7

売上総利益   7,061,526 22.7 6,817,235 20.7  14,224,053 22.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費   5,947,750 19.1 6,368,708 19.3  12,147,564 19.0

営業利益   1,113,775 3.6 448,526 1.4  2,076,488 3.3

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  28,759 56,870 88,167 

２ 受取配当金  283,891 16,634 289,866 

３ 負ののれん償却額  57,047 24,234 114,261 

４ 持分法による投資利益  52,175 49,564 91,034 

５ 為替差益  29,945 112,603 274,941 

６ その他  149,736 601,555 1.9 260,255 520,163 1.6 344,892 1,203,164 1.9

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  266,421 314,905 566,315 

２ 退職給付費用  194,077 194,077 388,154 

３ その他  62,959 523,458 1.7 70,219 579,201 1.8 154,624 1,109,094 1.8

経常利益   1,191,873 3.8 389,488 1.2  2,170,558 3.4

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※１ 285,542 3,821 284,828 

２ 貸倒引当金戻入益  4,590 290,133 0.9 ― 3,821 0.0 ― 284,828 0.4

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※２ 27,419 1,460 28,060 

２ 固定資産除却損 ※３ 18,560 27,418 96,950 

３ 投資有価証券評価損  ― ― 800 
４ 関連会社清算 

に伴う損失 
※６ 134,623 ― 125,641 

５ ゴルフ会員権評価損  700 ― ― 

６ 減損損失 ※４ 31,593 ― 136,192 

７ 土地改良費用 ※５ 7,560 ― 7,560 

８ たな卸資産評価損 ※７ ― 188,720 108,621 

 ９  過年度社会保険料 ※８ ― 155,064 ― 

１０ その他  ― 220,457 0.7 ― 372,664 1.1 3,138 506,964 0.8

税金等調整前中間(当期)純利益   1,261,549 4.0 20,644 0.1  1,948,422 3.0

法人税、住民税及び事業税  874,560 785,136 2,140,989 

法人税等調整額  △13,925 860,635 2.7 17,092 802,229 2.4 172,329 2,313,318 3.6

少数株主利益 
又は少数株主損失(△) 

  285,383 0.9 △67,549 △0.2  61,457 0.1

中間純利益 
又は中間(当期)純損失(△) 

  115,529 0.4 △714,035 △2.1  △426,352 △0.7
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（３）中間連結株主資本等変動計算書 

 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 6,911,224 7,585,223 15,126,011 △51,607 29,570,852

中間連結会計期間中の変動額  

 新株の発行 22,027 21,970  43,997

 剰余金の配当(注) △303,380  △303,380

 役員賞与(注) △184,499  △184,499

 中間純利益 115,529  115,529

 新規連結による増加高 163,657  163,657

 自己株式の取得 △5,442 △5,442

 株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額) 

 

中間連結会計期間中の変動額
合計(千円) 

22,027 21,970 △208,691 △5,442 △170,136

平成18年９月30日残高(千円) 6,933,251 7,607,194 14,917,320 △57,050 29,400,716

 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日残高 (千円) 601,973 337,436 939,409 6,459,795 36,970,057

中間連結会計期間中の変動額  

 新株の発行  43,997

 剰余金の配当(注)  △303,380

 役員賞与(注)  △184,499

 中間純利益  115,529

 新規連結による増加高  163,657

 自己株式の取得  △5,442

 株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額) △59,878 166,082 106,204 266,284 372,488

中間連結会計期間中の変動額合
計(千円) △59,878 166,082 106,204 266,284 202,352

平成18年９月30日残高 (千円) 542,094 503,519 1,045,613 6,726,079 37,172,409

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(千円) 6,937,256 7,611,188 14,158,301 △62,059 28,644,686

中間連結会計期間中の変動額  

 新株の発行 335,921 335,056  670,978

 剰余金の配当 △304,066  △304,066

 中間純損失 △714,035  △714,035

 自己株式の取得 △10,270 △10,270

 株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額) 

 

中間連結会計期間中の変動額
合計(千円) 

335,921 335,056 △1,018,102 △10,270 △357,394

平成19年９月30日残高(千円) 7,273,178 7,946,245 13,140,199 △72,329 28,287,292

 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成19年３月31日残高 (千円) 630,257 1,136,512 1,766,770 6,690,044 37,101,502

中間連結会計期間中の変動額  

 新株の発行  670,978

 剰余金の配当  △304,066

 中間純損失  △714,035

 自己株式の取得  △10,270

 株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額) 145,749 539,429 685,179 44,366 729,545

中間連結会計期間中の変動額合
計(千円) 145,749 539,429 685,179 44,366 372,151

平成19年９月30日残高 (千円) 776,007 1,675,942 2,451,949 6,734,411 37,473,653
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前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)      

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 6,911,224 7,585,223 15,126,011 △51,607 29,570,852

連結会計年度中の変動額  

 新株の発行 26,031 25,964  51,996

 剰余金の配当（注） △303,380  △303,380

 剰余金の配当 △217,135  △217,135

 役員賞与（注） △184,499  △184,499

 当期純損失 △426,352  △426,352

 新規連結による増加高 163,657  163,657

 自己株式の取得 △10,451 △10,451

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額)  

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 26,031 25,964 △967,710 △10,451 △926,165

平成19年３月31日残高(千円) 6,937,256 7,611,188 14,158,301 △62,059 28,644,686

 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主 
持分 純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 601,973 337,436 939,409 6,459,795 36,970,057

連結会計年度中の変動額  

 新株の発行  51,996

 剰余金の配当（注）  △303,380

 剰余金の配当  △217,135

 役員賞与（注）  △184,499

 当期純損失  △426,352

 新規連結による増加高  163,657

 自己株式の取得  △10,451

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額) 28,284 799,076 827,360 230,249 1,057,609

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 28,284 799,076 827,360 230,249 131,444

平成19年３月31日残高(千円) 630,257 1,136,512 1,766,770 6,690,044 37,101,502

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ  営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ   

税金等調整前中間(当期)純利益 
又は税金等調整前中間純損失(△) 

 1,261,549 20,644 1,948,422

減価償却費  1,819,415 2,304,313 3,986,977

減損損失  31,593 ― 136,192

負ののれん償却額  △57,047 △24,234 △114,261

持分法による投資利益  △52,175 △20,682 △91,034

貸倒引当金の増加額(△減少額)  △8,066 △29,496 47,449

退職給付引当金の増加額(△減少額)  △544,539 △100,589 △182,627

受取利息及び受取配当金  △312,650 △73,505 △378,034

支払利息  266,421 314,905 566,315

投資有価証券評価損  ― ― 800

関連会社清算に伴う損失  134,623 ― 125,641

有形固定資産売却益  △285,542 △3,821 △284,828

有形固定資産売却損  27,419 1,460 28,060

有形固定資産除却損  18,560 27,418 96,950

ゴルフ会員権評価損  700 ― ―

土地改良費用  7,560 ― 7,560

売上債権の減少額(△増加額)  △1,680,168 34,415 △2,230,433

たな卸資産の増加額  △895,225 △776,450 △1,347,385

仕入債務の増加額  476,956 1,433,915 195,722

その他負債の増加額(△減少額)  831,034 △835,333 765,539

役員賞与の支払額  △184,499 ― △184,499

その他  △313,453 △254,657 △253,406

小計  542,465 2,018,302 2,839,120

利息及び配当金の受取額  312,042 73,588 317,243

利息の支払額  △328,709 △304,758 △628,968

法人税等の支払額  △802,501 △1,407,999 △1,460,438

営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ  △276,702 379,132 1,066,956

Ⅱ 投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ   

定期預金の預入による支出  △45,683 △204,155 △163,600

投資有価証券の取得による支出  △1,274 △2,076 △8,312

有形固定資産の取得による支出  △3,285,891 △3,876,417 △6,815,070

有形固定資産の売却による収入  631,981 11,285 908,841

無形固定資産の取得による支出  △84,218 △134,100 △140,010

貸付けによる支出  △7,410 △25,079 △34,095

貸付金の回収による収入  22,702 10,186 37,741

投資有価証券の有償減資 
による収入 

 69,635 ― 120,371

連結の範囲を伴う子会社株式 
の取得による支出 

 ― △1,879,895 ―

その他  △293,799 33,018 △147,919

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ  △2,993,958 △6,067,235 △6,242,053

 



大同メタル工業(株)（7245）平成 20 年 3 月期 中間決算短信 

 - 15 -

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ   

短期借入金の純増加額(△純減少額)  △2,825 1,576,523 △243,240

長期借入れによる収入  1,063,375 3,942,591 6,643,954

長期借入金の返済による支出  △737,558 △1,612,915 △5,613,668

社債の発行による収入  ― ― 394,367

社債の償還による支出  △50,002 △117,021 △200,003

ｾｰﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾘｰｽﾊﾞｯｸによる収入  258,598 ― 632,647

ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ債務の返済による支出  △29,038 △66,117 △75,521

割賦債務の返済による支出  ― △24,646 △28,865

自己株式の取得による支出  △5,442 △10,270 △10,451

配当金の支払額  △303,380 △296,770 △520,047

少数株主への配当金の支払額  △53,063 △135,614 △53,063

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ  140,662 3,255,758 926,108

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 43,755 217,298 291,691

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
(△減少額) 

 △3,086,243 △2,215,045 △3,957,297

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  13,021,390 9,241,537 13,021,390

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び 
現金同等物の期首残高 

 177,444 ― 177,444

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 10,112,591 7,026,492 9,241,537
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する
事項 

(イ)連結子会社の数 19社 
 連結子会社の名称 

大同ロジテック㈱ 
大同メタル販売㈱ 
大同メタルアメリカ

CORP. 
大同メタルU.S.A.INC. 
中原大同股份有限公司 
同晟金属㈱ 
ダイナメタルCO.,LTD. 
PT.大同メタルインドネ

シア 
エヌデーシー㈱ 
大同インダストリアルベ

アリングヨーロッパLTD. 
大同プレーンベアリング

㈱ 
エヌデーシー販売㈱ 
大同メタルコトールAD 
大同精密金属（蘇州）有

限公司 
大同メタルヨーロッパ

GmbH 
大同メタルベルフォンテ

ンLLC 
大同メタルチェコs.r.o.
㈱アジアケルメット製作

所 
大同メタルヨーロッパ

LTD. 
㈱アジアケルメット製作

所及び大同メタルヨーロッ
パLTD.は、重要性が増した
ため、当中間連結会計期間
より連結の範囲に含めてお
ります。 
また、中華大同軸承工業

(股)は平成18年６月をもっ
て中原大同股份有限公司に
社名を変更しております。

(イ)連結子会社の数 20社 
 連結子会社の名称 

大同ロジテック㈱ 
大同メタル販売㈱ 
大同メタルアメリカ

CORP. 
大同メタルU.S.A.INC. 
中原大同股份有限公司 
同晟金属㈱ 
ダイナメタルCO.,LTD. 
PT.大同メタルインドネ

シア 
エヌデーシー㈱ 
大同インダストリアルベ

アリングヨーロッパLTD. 
大同プレーンベアリング

㈱ 
エヌデーシー販売㈱ 
大同メタルコトールAD 
大同精密金属（蘇州）有

限公司 
大同メタルヨーロッパ

GmbH 
大同メタルベルフォンテ

ンLLC 
大同メタルチェコs.r.o.
㈱アジアケルメット製作

所 
大同メタルヨーロッパ

LTD. 
OOO大同メタルロシア 
 
上記のうち、OOO大同メタ

ルロシアは、当中間連結会
計期間において新たに設立
したため、連結の範囲に含
めております。 

(イ)連結子会社の数 19社 
 連結子会社の名称 

大同ロジテック㈱ 
大同メタル販売㈱ 
大同メタルアメリカ

CORP. 
大同メタルU.S.A.INC. 
中原大同股份有限公司 
同晟金属㈱ 
ダイナメタルCO.,LTD. 
PT.大同メタルインドネ

シア 
エヌデーシー㈱ 
大同インダストリアルベ

アリングヨーロッパLTD. 
大同プレーンベアリング

㈱ 
エヌデーシー販売㈱ 
大同メタルコトールAD 
大同精密金属（蘇州）有

限公司 
大同メタルヨーロッパ

GmbH 
大同メタルベルフォンテ

ンLLC 
大同メタルチェコs.r.o.
㈱アジアケルメット製作

所 
大同メタルヨーロッパ

LTD. 
㈱アジアケルメット製作

所及び大同メタルヨーロッ
パLTD.は、重要性が増した
ため、当連結会計年度より
連結の範囲に含めておりま
す。 
また、中華大同軸承工業

(股)は平成18年６月をもっ
て中原大同股份有限公司に
社名を変更しております。

 (ロ)非連結子会社 
ニューウェーブ㈱ 
エヌデーシー.オブ.アメリ

カ INC. 
韓国ドライベアリング㈱ 
 

(ロ)非連結子会社 
ニューウェーブ㈱ 
エヌデーシー.オブ.アメリ

カ INC. 
韓国ドライベアリング㈱ 
 

(ロ)非連結子会社 
ニューウェーブ㈱ 
エヌデーシー.オブ.アメリ

カ INC. 
韓国ドライベアリング㈱ 
 

  連結の範囲から除いた理由 
小規模会社であり、合計

の総資産額、売上高、中間
純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見
合う額）等は、いずれも中
間連結財務諸表に重要な影
響を及ぼしていないためで
あります。 

 連結の範囲から除いた理由 
同左 

 連結の範囲から除いた理由 
小規模会社であり、合計

の総資産額、売上高、当期
純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見
合う額）等は、いずれも連
結財務諸表に重要な影響を
及ぼしていないためであり
ます。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(イ)持分法適用の非連結子会
社数 １社 

 会社等の名称 
韓国ドライベアリング㈱
韓国ドライベアリング㈱

は、重要性が増したため、
当中間連結会計期間より持
分法の適用範囲に含めてお
ります。 

 

(イ)持分法適用の非連結子会
社数 １社 

 会社等の名称 
韓国ドライベアリング㈱
 

 

(イ)持分法適用の非連結子会
社数 １社 

 会社等の名称 
韓国ドライベアリング㈱
韓国ドライベアリング㈱

は、重要性が増したため、
当連結会計年度より持分法
の適用範囲に含めておりま
す。 

 

２ 持分法の適用に関す
る事項 

 

(ロ)持分法適用の関連会社数
１社 

 会社等の名称 
BBL大同プライベート

LTD. 

(ロ)持分法適用の関連会社数
１社 

 会社等の名称 
BBL大同プライベート

LTD. 

(ロ)持分法適用の関連会社数
１社 

 会社等の名称 
BBL大同プライベート

LTD. 

 (ハ)持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会
社の名称 
ニューウェーブ㈱ 
エヌデーシー.オブ.アメ

リカ INC. 
台和交通工業(股) 
 

(ハ)持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会
社の名称 
ニューウェーブ㈱ 
エヌデーシー.オブ.アメ

リカ INC. 
 
 

(ハ)持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会
社の名称 
ニューウェーブ㈱ 
エヌデーシー.オブ.アメ

リカ INC. 
台和交通工業(股) 
 

 持分法を適用しない理
由 
台和交通工業(股)は、清

算中の会社であり、財務及
び営業または事業の方針の
決定に対する影響が一時的
であると認められるため、
持分法の適用から除外して
おります。 
ニューウェーブ㈱、エヌ

デーシー.オブ.アメリカ 
INC.は、中間純損益(持分に
見合う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がな
く、取引も僅少であるため
持分法の適用から除外して
おります。 

 

持分法を適用しない理
由 
エヌデーシー.オブ.アメ

リカ INC.は、中間純損益
(持分に見合う額)及び利益
剰余金(持分に見合う額)等
に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重
要性がなく、取引も僅少で
あるため持分法の適用から
除外しております。 
ニューウェーブ㈱は、清

算中の会社であり、財務お
よび営業または事業の方針
の決定に対する影響が一時
的であると認められるた
め、持分法の適用から除外
しております。 

持分法を適用しない理
由 
ニューウェーブ㈱、エヌ

デーシー.オブ.アメリカ 
INC.は、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等に
及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としても重要性
がないため持分法の適用か
ら除外しております。 
台和交通工業(股)は、清

算中の会社であり、財務お
よび営業または事業の方針
の決定に対する影響が一時
的であると認められるた
め、持分法の適用から除外
しております。なお、平成
19年３月に清算が結了して
おります。 
 

 (ニ)持分法適用会社のう
ち、中間決算日が、中間
連結決算日と異なる会
社については、各社の中
間会計期間にかかる中
間財務諸表を使用して
おります。 

(ニ)   同左 (ニ)持分法適用会社のう
ち、決算日が、連結決算
日と異なる会社につい
ては、各社の事業年度に
かかる財務諸表を使用
しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決
算日(決算日)に関
する事項 

連結子会社のうち、大同
メタルアメリカCORP．、大同
メタルU.S.A.INC．、ダイナ
メタルCO.,LTD.、中原大同
股份有限公司、同晟金属㈱、
PT. 大同メタルインドネシ
ア、大同インダストリアル
ベアリングヨーロッパ
LTD.、大同メタルコトール
AD、大同精密金属（蘇州）
有限公司、大同メタルヨー
ロッパGmbH、大同メタルベ
ルフォンテンLLC、大同メタ
ルチェコs.r.o.、大同メタ
ルヨーロッパLTD.の中間決
算日は６月30日でありま
す。 
なお、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調
整を行っております。 

連結子会社のうち、大同
メタルアメリカCORP．、大同
メタルU.S.A.INC．、大同メ
タルベルフォンテンLLC、ダ
イナメタルCO.,LTD.、中原
大同股份有限公司、同晟金
属㈱、PT. 大同メタルイン
ドネシア、大同精密金属（蘇
州）有限公司、大同インダ
ストリアルベアリングヨー
ロッパLTD.、大同メタルコ
トールAD、大同メタルヨー
ロッパGmbH、大同メタルチ
ェコs.r.o.、大同メタルヨ
ーロッパLTD.、OOO大同メタ
ルロシアの中間決算日は６
月30日であります。 
なお、中間連結財務諸表

の作成に当たっては、中間
決算日現在の財務諸表を使
用しております。ただし、
中間連結決算日までの期間
に生じた重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を
行っております。 

連結子会社のうち、大同
メタルアメリカCORP．、大同
メタルU.S.A.INC．、大同メ
タルベルフォンテンLLC、ダ
イナメタルCO.,LTD.、中原
大同股份有限公司、同晟金
属㈱、PT. 大同メタルイン
ドネシア、大同精密金属（蘇
州）有限公司、大同インダ
ストリアルベアリングヨー
ロッパLTD.、大同メタルコ
トールAD、大同メタルヨー
ロッパGmbH、大同メタルチ
ェコs.r.o.、大同メタルヨ
ーロッパLTD.の決算日は12
月31日であります。 
なお、連結財務諸表の作

成にあたっては、同日現在
の財務諸表を使用し、連結
決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上
必要な調整を行っておりま
す。 

４ 会計処理基準に関す
る事項 

(1)重要な資産の評価基
準及び評価方法 

 

(イ)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
 中間連結決算期末日の
市場価格等に基づく時価
法(評価差額は、全部純資
産直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法
により算定) 

時価のないもの 
移動平均法による原価法

 

(イ)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
同左 
 
 
 
 
 
 

時価のないもの 
同左 

 

(イ)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 

連結決算期末日の市場
価格等に基づく時価法
(評価差額は、全部純資産
直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法に
より算定) 
時価のないもの 
同左 

 

 (ロ)たな卸資産 
製品……総平均法による低

価法 
原材料…主として総平均法

による低価法 
仕掛品…総平均法による原

価法 
貯蔵品…主として移動平均

法による原価法 

(ロ)たな卸資産 
同左 

(ロ)たな卸資産 
同左 

 (ハ)デリバティブ 
時価法 

(ハ)デリバティブ 
 同左 

(ハ)デリバティブ 
 同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2)重要な減価償却資産
の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 
当社及び連結子会社のう

ち、５社は定率法(ただし、
平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備
を除く)については定額法)
を採用し、他の連結子会社
は定額法を採用しておりま
す。 

主な耐用年数は以下のと
おりであります。 
建物及び構築物 

３年～60年
機械装置及び運搬具 

４年～12年

(イ)有形固定資産 
当社及び連結子会社のう

ち、５社は定率法(ただし、
平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備
を除く)については定額法)
を採用し、他の連結子会社
は定額法を採用しておりま
す。 

主な耐用年数は以下のと
おりであります。 
建物及び構築物 

３年～60年
機械装置及び運搬具 

４年～12年
（会計方針の変更） 

法人税法の改正（（所得税
法等の一部を改正する法律
平成19年３月30日 法律第
６号）及び（法人税法施行
令の一部を改正する政令
平成19年３月30日 政令第
83号））に伴い、当中間連結
会計期間から、平成19年４
月１日以降に取得したもの
については、改正後の法人
税法に基づく方法に変更し
ております。 

これに伴い、前中間連結
会計期間と同一の方法によ
った場合と比べ、営業利益、
経常利益及び税引前中間純
利益がそれぞれ21,049千円
減少しております。 
（追加情報） 

当中間連結会計期間か
ら、平成19年３月31日以前
に取得したものについて
は、償却可能限度額まで償
却が終了した翌年から５年
間で均等償却する方法によ
っております。 

これにより、営業利益、
経常利益及び税引前中間純
利益がそれぞれ174,240千
円減少しております。 

 

(イ)有形固定資産 
当社及び連結子会社のう

ち、５社は定率法(ただし、平
成10年４月１日以降に取得し
た建物(建物附属設備を除く)
については定額法)を採用し、
他の連結子会社は定額法を採
用しております。 
 
主な耐用年数は以下のと

おりであります。 
建物及び構築物 

３年～60年
機械装置及び運搬具 

４年～12年

 (ロ)無形固定資産 
当社及び連結子会社は定

額法を採用しております。
なお、耐用年数は、自社

利用ソフトウェア５年、施
設利用権15年～20年であり
ます。 

(ロ)無形固定資産 
定額法を採用しておりま

す。 
 

(ロ)無形固定資産 
定額法を採用しておりま

す。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(3)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え
るため一般債権については、貸
倒実績率による計算額を、貸倒
懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を検討し
回収不能見込額を計上しており
ます。 

同左 同左 

②賞与引当金  従業員に対して支給する賞与
に備え、支給見込額の期間対応分
を計上しております。 

 従業員等に対して支給する
賞与に備え、支給見込額の期
間対応分を計上しておりま
す。 

 従業員に対して支給する賞与
に備え、支給見込額の期間対応
分を計上しております。 

③役員賞与引当金 ― 一部の子会社については、
役員の賞与の支給に備えるた
め、支給見込額に基づき計上
しております。 

一部の子会社については、役
員の賞与の支給に備えるため、
支給見込額に基づき計上してお
ります。 
（会計方針の変更） 
当連結会計年度より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業
会計基準第４号 平成17年11月
29日）を適用しております。 
これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益
は、それぞれ11,340千円減少し
ております。 

④退職給付引当金 従業員（執行役員除く）の
退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会計期
間末において発生していると
認められる額を計上しており
ます。 

なお、会計基準変更時差異
(7,099,537千円)については、
15年による按分額を費用処理
しております。 

過去勤務債務については、
その発生時における従業員の
平均残存勤務期間による定額
法により按分した額を費用処
理しております。 
数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残存勤
務期間による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度より費用処理し
ております。 
 また、執行役員に対して支
給する退職給付に備え、内規
に基づく中間期末要支給額を
計上しております。 

従業員等（執行役員除く）
の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間連結会計
期間末において発生している
と認められる額を計上してお
ります。 

なお、会計基準変更時差異
(7,099,537千円)については、
15年による按分額を費用処理
しております。 

過去勤務債務については、
その発生時における従業員等
の平均残存勤務期間による定
額法により按分した額を費用
処理しております。 
数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時
における従業員等の平均残存
勤務期間による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度より費用処理
しております。 
 また、執行役員に対して支
給する退職給付に備え、内規
に基づく中間期末要支給額を
計上しております。 

従業員(執行役員除く)の退職
給付に備えるため当連結会計年
度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当
連結会計年度末において発生し
ていると認められる額を計上し
ております。 

なお、会計基準変更時差異
(7,099,537千円)については、15
年による按分額を費用処理して
おります。 

過去勤務債務については、そ
の発生時における従業員の平均
残存勤務期間による定額法によ
り按分した額を費用計上してお
ります。 

数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生時に
おける従業員の平均残存勤務期
間による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度より費用処理しておりま
す。 

また、執行役員に対して支給
する退職給付に備え、内規に基
づく期末要支給額を計上して
おります。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

⑤役員退職慰労 
 引当金 

 一部の子会社については、役
員に対して支給する退職慰労
金に備え、会社内規に基づく中
間期末要支給額を計上してお
ります。 

（追加情報） 
 従来、当社の役員の退職慰労
金の支出に備えるため、内規に
基づく期末要支給額を計上し
ておりましたが、報酬体系の見
直しの一環として、平成18年６
月29日開催の第98回定時株主
総会終結時をもって役員退職
慰労金制度を廃止いたしまし
た。 

 なお、制度廃止時までの在任
期間に応じた役員退職慰労金
については、同定時株主総会で
打ち切り支給を決議し、取締役
及び監査役のそれぞれの退任
時に支給することとしました。

 これに伴い、当社の役員退職
慰労引当金は全額取崩して「長
期未払金」に振り替え、固定負
債の「その他」に含めて表示し
ております。 

 一部の子会社については、役
員に対して支給する退職慰労
金に備え、会社内規に基づく中
間期末要支給額を計上してお
ります。 

 

一部の子会社については、
役員に対して支給する退職慰
労金に備え、会社内規に基づ
く期末要支給額を計上してお
ります。 

（追加情報） 
従来、当社の役員の退職慰

労金の支出に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計
上しておりましたが、報酬体
系の見直しの一環として、平
成18年６月29日開催の第98回
定時株主総会終結時をもって
役員退職慰労金制度を廃止い
たしました。 

なお、制度廃止までの在任
期間に応じた役員退職慰労金
については、同定時株主総会
で打ち切り支給を決議し、取
締役及び監査役のそれぞれの
退任時に支給することとしま
した。 

これに伴い、当社の役員退
職慰労引当金は全額取崩し
て、「長期未払金」に振替え、
固定負債の「その他」に含め
て表示しております。 

(4)重要な外貨建の資産
又は負債の本邦通貨へ
の換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
なお、在外子会社等の資産及び
負債、収益及び費用は中間決算
日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整勘定
及び少数株主持分に含めて計
上しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連
結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。なお、在外子会社等の資
産及び負債、収益及び費用は
決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は純
資産の部における為替換算調
整勘定及び少数株主持分に含
めて計上しております。 

(5)重要なリース取引の
処理方法 

当社及び国内連結子会社
は、リース物件の所有権が借
主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっており、在外
連結子会社については、主と
して通常の売買取引に準じた
会計処理によっております。 

同左 同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(6)重要なヘッジ会計の
方法 

(1)ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たす金
利スワップについては、特
例処理を採用しておりま
す。 

(1)ヘッジ会計の方法 
同左 

(1)ヘッジ会計の方法 
同左 

 (2)ヘッジ手段 
デリバティブ取引(金利ス
ワップ取引) 

(2)ヘッジ手段 
同左 

(2)ヘッジ手段 
同左 

 (3)ヘッジ対象 
相場変動等による損失の可
能性があり、相場変動等が
評価に反映されていないも
の及びキャッシュ・フロー
が固定されその変動が回避
されるもの 

(3)ヘッジ対象 
同左 

(3)ヘッジ対象 
同左 

 (4)ヘッジ方針 
相場変動リスクに晒されて
いる資産、負債に係るリス
クを回避する目的にのみ、
デリバティブ取引をヘッジ
手段として利用する方針を
とっております。 

(4)ヘッジ方針 
同左 

(4)ヘッジ方針 
同左 

 (5)ヘッジの有効性評価の方
法 
金利スワップの特例処理の
要件を満たしているため、
中間決算日における有効性
の判定を省略しておりま
す。 

(5)ヘッジの有効性評価の方
法 

同左 

(5)ヘッジの有効性評価の方
法 
金利スワップの特例処理の
要件を満たしているため、
決算日における有効性の判
定を省略しております。 

(7)その他中間連結（連
結）財務諸表作成のた
めの基本となる重要な
事項 

消費税等の会計処理は、税
抜方式によっております。 

同左 同左 

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
(連結キャッシュ・
フロー計算書)にお
ける資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び
取得日から３ヶ月以内に満期
日の到来する流動性の高い、
容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない短期的な投
資からなります。 

同左 同左 

 



大同メタル工業(株)（7245）平成 20 年 3 月期 中間決算短信 

 - 23 -

（６）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

（会計方針の変更） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準） 
 当中間連結会計期間より、「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準第５号 平成17年12
月９日）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準適用指針第８号 平成17
年12月９日）を適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当する
金額は30,446,329千円であります。 
 なお、当中間連結会計期間における中
間連結貸借対照表の純資産の部について
は、中間連結財務諸表規則の改正に伴い、
改正後の中間連結財務諸表規則により作
成しております。 
 

― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準） 
 当連結会計年度より、「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第５号 平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準適用指針第８号 平成17年12
月９日）を適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当する
金額は30,411,457千円であります。 
 なお、当連結会計年度における連結貸
借対照表の純資産の部については、連結
財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連
結財務諸表規則により作成しておりま
す。 

 

 

 

（表示方法の変更） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結貸借対照表） 
 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲
記されていたものは、当中間連結会計期間から、「負ののれ
ん」と表示しております。 

（中間連結損益計算書） 
 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」と
して掲記されていたものは、当中間連結会計期間から、「負
ののれん償却額」と表示しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 
 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」と
して掲記されていたものは、当中間連結会計期間から、「負
ののれん償却額」と表示しております。 

― 
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（７）中間連結財務諸表に関する注記事項 

 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

59,534,326千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

63,919,492千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

61,535,673千円

※２ 担保資産 

（1）担保提供資産 

建物及び構築物 885,574 千円

機械装置 1,341,068 千円

土地 872,823 千円

有形固定資産 

その他 
6,302 千円

計 3,105,769 千円

上記のうち、工場財団抵当に供して

いる資産 

建物及び構築物 144,779 千円

機械装置 159,672 千円

土地 514,907 千円

有形固定資産 

その他 
4,364 千円

計 823,723 千円

上記の担保提供資産のうち、建物及

び構築物298,265千円、機械装置

599,023千円、土地105,076千円につい

て は 、 借 入限 度 額 832,022 千 円

（5,320,000千ウォン、1,634千ドル）

に対する担保提供でありますが、当中

間連結会計期間末の借入金残高はあり

ません。 

（2）担保資産に対する債務 

短期借入金 60,000千円

長期借入金 3,913,108千円

(一年以内返済予定額を含む) 

計 3,973,108千円

上記のうち、工場財団抵当に対する

債務 

長期借入金 3,607,000千円

(一年以内返済予定額を含む) 

 

※２ 担保資産 

（1）担保提供資産 

建物及び構築物 902,685 千円

機械装置 1,656,045 千円

土地 517,921 千円

有形固定資産 

その他 
17,252 千円

計 3,093,904 千円

上記のうち、工場財団抵当に供して

いる資産 

建物及び構築物 30,266 千円

機械装置 158,534 千円

土地 105,994 千円

有形固定資産 

その他 
4,364 千円

計 299,159 千円

上記の担保提供資産のうち、建物及

び構築物328,452千円、機械装置

884,381千円、土地115,670千円につい

て は 、 借 入限 度 額 910,030 千 円

（5,320,000千ウォン、1,634千ドル）

に対する担保提供でありますが、当中

間連結会計期間末の借入金残高はあり

ません。 

（2）担保資産に対する債務 

短期借入金 60,000千円

長期借入金 4,845,765千円

(一年以内返済予定額を含む) 

計 4,905,765千円

上記のうち、工場財団抵当に対する

債務 

短期借入金 60,000千円

長期借入金 3,951,650千円

(一年以内返済予定額を含む) 

計 4,011,650千円
 

※２ 担保資産 

（1）担保提供資産 

建物及び構築物 998,901 千円

機械装置 1,608,509 千円

土地 906,628 千円

有形固定資産 

その他 
18,492 千円

計 3,532,530 千円

上記のうち、工場財団抵当に供して

いる資産 

建物及び構築物 140,498 千円

機械装置 159,160 千円

土地 514,907 千円

有形固定資産 

その他 
4,364 千円

計 818,930 千円

上記の担保提供資産のうち、建物及

び構築物330,353千円、機械装置

821,967千円、土地111,328千円につい

て は 、 借 入限 度 額 876,649 千 円

（5,320,000千ウォン、1,634千ドル）

に対する担保提供でありますが、当連

結会計年度の借入金残高はありませ

ん。 

（2）担保資産に対する債務 

短期借入金 30,000千円

長期借入金 4,795,453千円

(一年以内返済予定額を含む) 

計 4,825,453千円

上記のうち、工場財団抵当に対する

債務 

短期借入金 30,000千円

長期借入金 3,951,650千円

(一年以内返済予定額を含む) 

計 3,981,650千円
 

３ 保証債務 

 従業員の住宅ローン融資等に対する

保証債務の額 

 320,009 千円

 
 

３ 保証債務 

 従業員の住宅ローン融資等に対する

保証債務の額 

 371,350 千円

 
 

３ 保証債務 

 従業員の住宅ローン融資等に対する

保証債務の額 

 333,066 千円
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前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

４ 当座貸越契約 

当社及び連結子会社において

は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行11行と当座貸

越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 7,372,022千円

借入実行残高 810,000千円

差引額 6,562,022千円
 

４ 当座貸越契約 

当社及び連結子会社において

は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行13行と当座貸

越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 7,633,410千円

借入実行残高 1,848,000千円

差引額 5,785,410千円
 

４ 当座貸越契約 

当社及び連結子会社において

は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行13行と当座貸

越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当連結会計

年度の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額 7,897,189千円

借入実行残高 1,241,954千円

差引額 6,655,235千円
 

 

※５ 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

おります。 

なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形  241,547千円 

 

 

※５ 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

おります。 

なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形  264,550千円 

 

 

※５ 連結会計年度末日満期手形 

 

連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末日が金

融機関の休日であったため、次の

連結会計年度末日満期手形が連結

会計年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形  236,208千円 

 

 

 

(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１  固定資産売却益の内容は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 34,957 千円
機械装置 
及び運搬具 

2,898

土地 247,687

計 285,542
 

※１  固定資産売却益の内容は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 ― 千円
機械装置 
及び運搬具 

3,156

有形固定資産 
その他 

664

土地 ―

計 3,821
 

※１  固定資産売却益の内容は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 34,481 千円
機械装置 
及び運搬具 

5,214

有形固定資産 
その他 

815

土地 244,317

計 284,828
 

※２  固定資産売却損の内容は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 10,792 千円
機械装置 
及び運搬具 

4,201

有形固定資産 
その他 

1,105

土地 11,320

計 27,419  
 

※２  固定資産売却損の内容は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 ― 千円
機械装置 
及び運搬具 

1,460

有形固定資産 
その他 

―

土地 ―

計 1,460  
 

※２  固定資産売却損の内容は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 10,792 千円
機械装置 
及び運搬具 

4,719

有形固定資産 
その他 

1,227

土地 11,320

計 28,060  
 

※３  固定資産除却損の内容は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 1,968 千円

機械装置 
及び運搬具 

15,199  

有形固定資産 
その他 

1,392  

計 18,560  
 

※３  固定資産除却損の内容は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 2,098 千円

機械装置 
及び運搬具 

22,409  

有形固定資産 
その他 

2,910  

計 27,418  
 

※３  固定資産除却損の内容は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 9,165 千円

機械装置 
及び運搬具 

83,675  

有形固定資産 
その他 

4,109  

計 96,950  
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前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※４  当社グループは以下の資産グ
ループについて減損損失を計上
しました。 

用途 種類 場所 
金額 
(千円) 

遊休 
機械 
装置 

千葉県 
習志野市 

他 
12,083 

― 
無形 
固定 
資産 

米国 
オハイオ 

州 
19,510 

(経緯) 
上記の機械装置(エヌデーシー㈱所

有)については、当該設備による生産の
需要の落ち込み等により現在は遊休資
産としております。 

今後の利用計画もないため、減損損失
を認識いたしました。 

上記の無形固定資産(大同メタルベル
フォンテンLLC所有)については、米国の
会計基準に準拠して減損テストを実施
した結果に基づき、減損損失を認識いた
しました。 

(グルーピングの方法) 
将来の使用が見込まれていない遊休

資産については、個々の物件単位でグル
ーピングをしております。 

なお、当資産グループの回収可能価額
は正味売却価額により測定しており、機
械装置は備忘価額としております。無形
固定資産については米国の会計基準に
準拠して減損テストを実施した結果に
基づき、資産性が認められないものを全
額減損しております。 

※４ 
― 

※４  当社グループは以下の資産グ
ループについて減損損失を計上
しました。 

用途 種類 場所 
金額 
(千円)

遊休 土地 
愛知県 
犬山市 

8,005

遊休
機械 
装置 

千葉県 
習志野市 

他 
13,598

― 
無形 
固定 
資産 

米国 
オハイオ 

州 
20,165

遊休
機械装
置 

同上 94,422

(経緯) 
上記の土地（大同メタル工業㈱所有）

については、事業の用に供していない遊
休資産であり、今後の利用計画も無く、
地価も著しく下落しているため、減損損
失を認識いたしました。 

上記の機械装置(エヌデーシー㈱所有
及び大同メタルベルフォンテンLLC所
有)については、当該設備による生産の
需要の落ち込み等により現在は遊休資
産としております。 

今後の利用計画もないため、減損損失
を認識いたしました。 

上記の無形固定資産(大同メタルベル
フォンテンLLC所有)については、米国の
会計基準に準拠して減損テストを実施
した結果に基づき、減損損失を認識いた
しました。 

(グルーピングの方法) 
将来の使用が見込まれていない遊休

資産については、個々の物件単位でグル
ーピングをしております。 
なお、当資産グループの回収可能価額は
正味売却価額により測定しており、土地
については固定資産税評価額に基づいて
評価しております。また、機械装置は備
忘価額としております。無形固定資産に
ついては米国の会計基準に準拠して減損
テストを実施した結果に基づき、資産性
が認められないものを全額減損しており
ます。 

※５ 
― 

※５ 
― 

※５ エヌデーシー㈱の習志野地区（千
葉県）環境対策としての工事費用を
「土地改良費用」として処理してお
ります。 

※６ 
― 

※６ 
― 

※６ 平成19年３月に台和交通工業（股）
の清算を完了したことに伴い発生
した損失を「関連会社清算に伴う損
失」として処理しております。 

※７ 
― 

※７ 大同メタルコトールADにおいて、
経営体質の強化を目的にたな卸資産
の評価の見直しを実施したことによ
り発生した損失を「たな卸資産評価
損」として処理しております。 

※７ 大同メタルコトールADにおいて、
経営体質の強化を目的にたな卸資
産の評価の見直しを実施したこと
により発生した損失を「たな卸資産
評価損」として処理しております。

※８ 
― 

※８ 大同メタルコトールADにおいて、
過年度に発生した社会保険料の未払
額が確定したため、「過年度社会保
険料」として処理しております。 

※８ 
― 
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(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 43,403 94 ― 43,497
 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

転換社債の株式転換による増加   94千株 
 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 63 7 ― 70
 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   7千株 
 

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 303,380 7 平成18年3月31日 平成18年6月29日

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月15日
取締役会 

普通株式 利益剰余金 217,135 5 平成18年9月30日 平成18年12月12日

 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 43,515 1,441 ― 44,956
 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

転換社債の株式転換による増加  1,441千株 
 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 77 13 ― 90
 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  13千株 
 

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 
定時株主総会 

普通株式 304,066 ７ 平成19年3月31日 平成19年6月29日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月14日
取締役会 

普通株式 利益剰余金 224,332 ５ 平成19年9月30日 平成19年12月12日
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 43,403 111 ― 43,515
 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

転換社債の株式転換による増加   111千株 
 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 63 13 ― 77
 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   13千株 
 

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 303,380 7 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月15日
取締役会 

普通株式 217,135 5 平成18年９月30日 平成18年12月12日

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 304,066 7 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 9,753,515千円

有価証券 595,319千円

計 10,348,835千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△236,244千円

現金及び 
現金同等物 

10,112,591千円

  

 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 7,104,895千円

有価証券 307,052千円

計 7,411,947千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△385,455千円

現金及び 
現金同等物 

7,026,492千円

  

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

 

現金及び預金勘定 8,980,706千円

有価証券 585,482千円

計 9,566,188千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△324,651千円

現金及び 
現金同等物 

9,241,537千円

  

 

 

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19 

年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

事業の種類として、「軸受メタル」「軸受メタル以外」に区分しておりますが、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額 

の合計額に占める「軸受メタル」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 日本(千円) 北米(千円)
アジア 
(千円) 

欧州(千円) 計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

22,409,248 3,566,982 3,274,686 1,919,979 31,170,896 ― 31,170,896

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,504,707 620 488,175 1,558 3,995,062 (3,995,062) ―

計 25,913,955 3,567,602 3,762,862 1,921,538 35,165,958 (3,995,062) 31,170,896

営業費用 23,964,034 4,554,768 3,348,068 2,092,184 33,959,055 (3,901,935) 30,057,120

営業利益又は営業損失(△) 1,949,920 △987,165 414,793 △170,645 1,206,903 (93,127) 1,113,775

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

       ２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米……アメリカ 

(2) アジア…韓国、台湾、タイ、インドネシア、中国 

(3) 欧州……イギリス、モンテネグロ、ドイツ、チェコ 

 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 日本(千円) 北米(千円)
アジア 
(千円) 

欧州(千円) 計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

23,357,757 3,609,714 3,664,591 2,233,036 32,865,098 ― 32,865,098

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,186,976 724 382,034 28,318 4,598,054 (4,598,054) ―

計 27,544,733 3,610,438 4,046,625 2,261,355 37,463,153 (4,598,054) 32,865,098

営業費用 26,095,905 4,558,024 3,716,612 2,672,862 37,043,404 (4,626,831) 32,416,572

営業利益又は営業損失(△) 1,448,828 △947,586 330,013 △411,506 419,748 (△28,777) 448,526

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

       ２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米……アメリカ 

(2) アジア…韓国、台湾、タイ、インドネシア、中国 

(3) 欧州……イギリス、モンテネグロ、ドイツ、チェコ 

 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 日本(千円) 北米(千円)
アジア 
(千円) 

欧州(千円) 計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

45,806,080 7,112,249 6,676,881 4,245,829 63,841,040 ― 63,841,040

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

7,524,626 659 915,000 15,412 8,455,699 (8,455,699) ―

計 53,330,707 7,112,908 7,591,881 4,261,242 72,296,739 (8,455,699) 63,841,040

営業費用 49,141,545 9,156,862 6,945,718 4,775,176 70,019,302 (8,254,750) 61,764,552

営業利益又は営業損失(△) 4,189,162 △2,043,954 646,163 △513,933 2,277,437 (200,949) 2,076,488

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

       ２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米……アメリカ 

(2) アジア…韓国、台湾、タイ、インドネシア、中国 

(3) 欧州……イギリス、モンテネグロ、ドイツ 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 アジア 北米 欧州 その他 計 

① 海外売上高(千円) 4,090,547 3,715,358 1,808,387 610,522 10,224,816 

② 連結売上高(千円) ― ― ― ― 31,170,896 

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

13.1 11.9 5.8 1.9 32.8 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

       ２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア…韓国、台湾、タイ、インドネシア、中国 

(2)北米……アメリカ 

(3)欧州……イギリス、イタリア、モンテネグロ、ドイツ 

(4)その他…アラブ首長国連邦、サウジアラビア 

       ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 アジア 北米 欧州 その他 計 

① 海外売上高(千円) 4,264,857 3,549,713 2,098,931 680,368 10,593,871 

② 連結売上高(千円) ― ― ― ― 32,865,098 

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

13.0 10.8 6.4 2.1 32.2 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア…韓国、台湾、タイ、インドネシア、中国 

(2)北米……アメリカ 

(3)欧州……イギリス、イタリア、モンテネグロ、ドイツ 

(4)その他…アラブ首長国連邦、サウジアラビア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 アジア 北米 欧州 その他 計 

① 海外売上高(千円) 8,004,304 7,324,082 3,913,368 1,243,663 20,485,419 

② 連結売上高(千円) ― ― ― ― 63,841,040 

③ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

12.5 11.5 6.1 2.0 32.1 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

       ２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア…韓国、台湾、タイ、インドネシア、中国 

(2)北米……アメリカ 

(3)欧州……イギリス、イタリア、モンテネグロ、ドイツ 

(4)その他…アラブ首長国連邦、サウジアラビア 

       ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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 (１株当たり情報) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 701.08円
 

１株当たり純資産額 685.12円
 

１株当たり純資産額 700.11円
 

１株当たり中間純利益 2.66円
 

１株当たり中間純損失 16.28円
 

１株当たり当期純損失 9.82円
 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

2.59円

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間
純利益については、潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益については、潜在株式は存在する
ものの１株当たり当期純損失であるため
記載しておりません。 

 
（注) 算定上の基礎 

    １ １株当たり純資産額 
 前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成19年３月31日) 

中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)の純資産の

部の合計額（千円） 
37,172,409 37,473,653  37,101,502 

中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)の純資産の

部の合計額から控除する金額（千円） 
6,726,079 6,734,411  6,690,044 

（うち少数株主持分） (6,726,079) (6,734,411) (6,690,044)

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額（千円） 30,446,329 30,739,242  30,411,457 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

(期末)の普通株式の数（千株） 
43,427 44,866  43,438 

 
    ２ １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

中間連結損益計算書上の中間純利益 

又は中間(当期)純損失(△)（千円） 
115,529 △714,035 △426,352

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（千円） ― ― ―

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る中間純利益 

又は中間(当期)純損失(△)（千円） 

115,529 △714,035 △426,352

普通株式の期中平均株式数(千株) 43,363 43,848 43,398

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定に用い

られた中間(当期)純利益調整額の主要な内訳（千円） 

支払利息（税額相当額控除後） 

利払いに係る事務手数料等（税額相当額控除後） 

408

215

 

 

― 

― 

―

―

中間(当期)純利益調整額（千円） 623 ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内訳(株) 

 転換社債 1,470

 

 

― ―

普通株式増加数（千株） 1,470 ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 
― ― ― 

 
 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

(開示の省略) 

 リース取引、有価証券、デリバティブ取引等に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性がおおきくないと 

考えられるため、開示を省略します。 
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５．中間個別財務諸表 

（１）中間貸借対照表 

 
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   4,695,123 3,289,351  3,693,279

２ 受取手形 ※５  1,387,497 1,486,808  1,470,858

３ 売掛金   17,194,020 18,231,570  18,346,182

４ たな卸資産   6,083,501 7,017,477  6,725,789

５ その他   1,562,908 2,665,780  1,964,171

貸倒引当金   △900 △8,909  △6,939

流動資産合計   30,922,151 49.4 32,682,079 51.8  32,193,340 51.6

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物  3,604,448 3,470,471 3,532,349 

(2) 機械及び装置  7,840,046 7,513,040 7,524,634 

(3) その他  3,280,977 14,725,472 23.6 2,952,543 13,936,055 22.1 2,732,780 13,789,764 22.1

２ 無形固定資産   298,246 0.5 740,472 1.1  759,301 1.2

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  1,230,083 1,510,639 1,352,233 

(2) 関係会社株式  10,281,485 6,999,429 8,884,120 

(3) 関係会社出資金  2,874,705 5,112,026 3,219,333 

(4) その他  2,348,885 2,274,935 2,301,552 

貸倒引当金  △148,444 16,586,715 26.5 △122,706 15,774,324 25.0 △152,920 15,604,320 25.0

固定資産合計   31,610,434 50.6 30,450,852 48.2  30,153,385 48.4

資産合計   62,532,586 100.0 63,132,931 100.0  62,346,726 100.0
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前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形   947 2,595  2,453

２ 買掛金   8,655,163 10,301,252  9,981,793

３ 短期借入金   1,050,000 2,951,900  1,000,000

４ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

  2,900,000 60,000  ―

５ 一年以内償還予定の 
転換社債 

  680,000 ―  672,000

６ 未払法人税等   684,000 688,000  1,339,000

７ 未払消費税等 ※３  83,534 57,383  164,877

８ 賞与引当金   1,029,683 964,356  1,118,105

９ その他   2,789,685 2,523,503  2,006,787

流動負債合計   17,873,014 28.6 17,548,989 27.8  16,285,016 26.1

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金   9,600,000 12,440,000  12,500,000

２ 退職給付引当金   3,187,019 3,179,466  3,122,968

３ その他   383,839 308,173  383,225

固定負債合計   13,170,859 21.0 15,927,640 25.2  16,006,194 25.7

負債合計   31,043,873 49.6 33,476,630 53.0  32,291,210 51.8

    

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   6,933,251 11.1 7,273,178 11.5  6,937,256 11.1

２ 資本剰余金    

(1) 資本準備金  7,310,044 7,649,095 7,314,038 

(2) その他資本剰余金  297,150 7,607,194 12.2 297,150 7,946,245 12.6 297,150 7,611,188 12.2

３ 利益剰余金    

(1) 利益準備金  743,443 743,443 743,443 

(2) その他利益剰余金    

固定資産圧縮 
積立金 

 987,408 958,128 979,737 

別途積立金  13,020,000 12,420,000 13,020,000 

繰越利益剰余金  1,797,326 16,548,177 26.4 △237,363 13,884,208 22.0 295,400 15,038,580 24.1

４ 自己株式   △57,050 △0.1 △72,329 △0.1  △62,059 △0.1

株主資本合計   31,031,573 49.6 29,031,302 46.0  29,524,966 47.3

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  457,138 624,999 1.0  530,548 0.9

評価・換算差額等 
合計 

  457,138 0.8 624,999 1.0  530,548 0.9

純資産合計   31,488,712 50.4 29,656,301 47.0  30,055,515 48.2

負債純資産合計   62,532,586 100.0 63,132,931 100.0  62,346,726 100.0
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（２）中間損益計算書 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   24,234,771 100.0 26,300,991 100.0  50,699,214 100.0

Ⅱ 売上原価 ※５  18,429,509 76.0 20,539,362 78.1  38,560,233 76.1

売上総利益   5,805,261 24.0 5,761,629 21.9  12,138,980 23.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５  3,961,498 16.4 3,968,949 15.1  7,882,274 15.5

営業利益   1,843,762 7.6 1,792,679 6.8  4,256,705 8.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  629,797 2.6 297,923 1.1  967,151 1.9

Ⅴ 営業外費用 ※２  263,899 1.1 293,742 1.1  553,924 1.1

経常利益   2,209,661 9.1 1,796,860 6.8  4,669,932 9.2

Ⅵ 特別利益 ※３  902 0.0 971 0.0  35,409 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  169,290 0.7 1,965,156 7.5  2,974,529 5.9

税引前中間(当期)純利益 
又は税引前中間純損失(△) 

  2,041,273 8.4 △167,324 △0.6  1,730,812 3.4

法人税、住民税 
及び事業税 

 725,230 680,197 1,902,747 

法人税等調整額  36,742 761,973 3.1 2,783 682,981 2.6 △158,774 1,743,973 3.4

中間純利益 
又は中間(当期)純損失(△) 

  1,279,300 5.3 △850,305 △3.2  △13,160 △0.0
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（３）中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)           

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 6,911,224 7,288,073 297,150 7,585,223

中間会計期間中の変動額  

 新株の発行 22,027 21,970  21,970

中間会計期間中の変動額合計(千円) 22,027 21,970 ― 21,970

平成18年９月30日残高(千円) 6,933,251 7,310,044 297,150 7,607,194

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金  利益 

準備金 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金合計 
自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 743,443 839,700 12,464,000 1,704,113 15,751,257 △51,607 30,196,097

中間会計期間中の変動額    

 新株の発行    43,997

 固定資産圧縮積立金の積立(注)  179,966 △179,966   ―

 固定資産圧縮積立金の取崩  △17,470 17,470   ―

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)  △14,788 14,788   ―

 別途積立金の積立(注)  556,000 △556,000   ―

 剰余金の配当(注)  △303,380 △303,380  △303,380

 役員賞与(注)  △179,000 △179,000  △179,000

 中間純利益  1,279,300 1,279,300  1,279,300

 自己株式の取得   △5,442 △5,442

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― 147,707 556,000 93,212 796,920 △5,442 835,475

平成18年９月30日残高(千円) 743,443 987,408 13,020,000 1,797,326 16,548,177 △57,050 31,031,573

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 545,989 545,989 30,742,087

中間会計期間中の変動額  

 新株の発行  43,997

 固定資産圧縮積立金の積立(注)  ―

 固定資産圧縮積立金の取崩  ―

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)  ―

 別途積立金の積立(注)  ―

 剰余金の配当(注)  △303,380

 役員賞与(注)  △179,000

 中間純利益  1,279,300

 自己株式の取得  △5,442

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △88,851 △88,851 △88,851

中間会計期間中の変動額合計(千円) △88,851 △88,851 746,624

平成18年９月30日残高(千円) 457,138 457,138 31,488,712

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)           

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(千円) 6,937,256 7,314,038 297,150 7,611,188

中間会計期間中の変動額   

 新株の発行 335,921 335,056  335,056

中間会計期間中の変動額合計(千円) 335,921 335,056 ― 335,056

平成19年９月30日残高(千円) 7,273,178 7,649,095 297,150 7,946,245

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金  利益 

準備金 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 743,443 979,737 13,020,000 295,400 15,038,580 △62,059 29,524,966

中間会計期間中の変動額   

 新株の発行   670,978

 固定資産圧縮積立金の取崩  △21,608 21,608 ―  ―

 別途積立金の取崩  △600,000 600,000 ―  ―

 剰余金の配当  △304,066 △304,066  △304,066

 中間純損失  △850,305 △850,305  △850,305

 自己株式の取得      △10,270 △10,270

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― △21,608 △600,000 △532,763 △1,154,372 △10,270 △493,664

平成19年９月30日残高(千円) 743,443 958,128 12,420,000 △237,363 13,884,208 △72,329 29,031,302

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高(千円) 530,548 530,548 30,055,515

中間会計期間中の変動額  

 新株の発行  670,978

 固定資産圧縮積立金の取崩  ―

 別途積立金の取崩  ―

 剰余金の配当  △304,066

 中間純損失   △850,305

 自己株式の取得   △10,270

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 94,450 94,450 94,450

中間会計期間中の変動額合計(千円) 94,450 94,450 △399,213

平成19年９月30日残高(千円) 624,999 624,999 29,656,301
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前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)   

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 6,911,224 7,288,073 297,150 7,585,223

事業年度中の変動額  

 新株の発行 26,031 25,964  25,964

事業年度中の変動額合計(千円) 26,031 25,964 ― 25,964

平成19年３月31日残高(千円) 6,937,256 7,314,038 297,150 7,611,188

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

利益準備金 
固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金 

利益剰余金  
合計 

自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 743,443 839,700 12,464,000 1,704,113 15,751,257 △51,607 30,196,097

事業年度中の変動額   

 新株の発行   51,996

 固定資産圧縮積立金の積立(注)  179,966 △179,966 ―  ―

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)  △14,788 14,788 ―  ―

 固定資産圧縮積立金の取崩  △25,141 25,141 ―  ―

 別途積立金の積立(注)  556,000 △556,000 ―  ―

 剰余金の配当(注)  △303,380 △303,380  △303,380

 剰余金の配当  △217,135 △217,135  △217,135

役員賞与(注)  △179,000 △179,000  △179,000

 当期純損失  △13,160 △13,160  △13,160

 自己株式の取得  △10,451 △10,451

事業年度中の変動額合計(千円) ― 140,036 556,000 △1,408,712 △712,676 △10,451 △671,131

平成19年３月31日残高(千円) 743,443 979,737 13,020,000 295,400 15,038,580 △62,059 29,524,966

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 545,989 545,989 30,742,087

事業年度中の変動額  

 新株の発行  51,996

 固定資産圧縮積立金の積立(注)  ―

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)  ―

 固定資産圧縮積立金の取崩  ―

 別途積立金の積立(注)  ―

 剰余金の配当(注)  △303,380

 剰余金の配当  △217,135

 役員賞与(注)  △179,000

 当期純損失  △13,160

 自己株式の取得  △10,451

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

△15,441 △15,441 △15,441

事業年度中の変動額合計(千円) △15,441 △15,441 △686,572

平成19年３月31日残高(千円) 530,548 530,548 30,055,515

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（４）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び
評価方法 
(1) たな卸資産 

製品 
…総平均法による低価法に

よっております。 
原材料 

…同上(但し一部について
は移動平均法による低価
法) 

仕掛品 
…総平均法による原価法に

よっております。 
貯蔵品 

…移動平均法による原価法
によっております。 

 

同左 同左 

(2) 有価証券 (1) 子会社株式及び関連会社
株式 
  移動平均法による原

価法 
 

(1) 子会社株式及び関連会社
株式 

同左 
 

(1) 子会社株式及び関連会社
株式 

同左 
 

 (2) その他有価証券 
  時価のあるもの 

  中間決算期末日の市
場価格等に基づく時価
法（評価差額は、全部
純資産直入法により処
理し、売却原価は、移
動平均法により算定）

  時価のないもの 
  移動平均法による原

価法 

(2) その他有価証券 
  時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 
 

  時価のないもの 
同左 

(2) その他有価証券 
  時価のあるもの 

  決算期末日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は、全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は、移動
平均法により算定) 

  時価のないもの 
同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 固定資産の減価償却
の方法 
(1) 有形固定資産 

 

平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）
については定額法、それ以外
の有形固定資産については定
率法によっております。 

なお、耐用年数は以下のと
おりであります。 
建物 ３年～50年
構築物 ７年～60年
機械及び装置 ７年～12年
車両運搬具 ４年～10年
工具器具備品 ２年～20年
 

平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）
については定額法、それ以外
の有形固定資産については定
率法によっております。 

なお、耐用年数は以下のと
おりであります。 
建物 ３年～50年
構築物 ７年～60年
機械及び装置 ７年～12年
車両運搬具 ４年～10年
工具器具備品 ２年～20年
（会計方針の変更） 

法人税法の改正（（所得税法
等の一部を改正する法律 平
成19年３月30日 法律第６
号）及び（法人税法施行令の
一部を改正する政令 平成19
年３月30日 政令第83号））に
伴い、当中間会計期間から、
平成19年４月１日以降に取得
したものについては、改正後
の法人税法に基づく方法に変
更しております。 

これに伴い、前中間会計期
間と同一の方法によった場合
と比べ、営業利益、経常利益
及び税引前中間純利益がそれ
ぞれ16,620千円減少しており
ます。 
（追加情報） 

当中間会計期間から、平成
19年３月31日以前に取得した
ものについては、償却可能限
度額まで償却が終了した翌年
から５年間で均等償却する方
法によっております。 

これにより、営業利益、経
常利益及び税引前中間純利益
がそれぞれ115,310千円減少
しております。 

 

平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）
については定額法、それ以外
の有形固定資産については定
率法によっております。 

なお、耐用年数は以下のと
おりであります。 
建物 ３年～50年
構築物 ７年～60年
機械及び装置 ７年～12年
車両運搬具 ４年～10年
工具器具備品 ２年～20年
 

(2) 無形固定資産 
 

定額法によっております。
なお、耐用年数は、自社利

用ソフトウェア５年、施設利
用権15年～20年であります。

定額法によっております。
なお、耐用年数は、自社利

用ソフトウェア５年、営業権
は10年、施設利用権15年～20
年であります。 

定額法によっております。
なお、耐用年数は、自社利

用ソフトウェア５年、施設利
用権15年～20年であります。

(3) 長期前払費用 均等償却によっておりま
す。 

なお、償却期間については、
法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。

同左 同左 

３ 外貨建の資産及び負
債の本邦通貨への換算
基準 

外貨建金銭債権債務は、中
間決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期
末日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

 

 
債権の貸倒による損失に備

えるため一般債権について
は、貸倒実績率による計算額
を、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可
能性を検討し回収不能見込額
を計上しております。 
 

 
同左 

 
同左 

(2) 賞与引当金 
 

従業員に対して支給する賞
与に備え、支給見込額の期間
対応分を計上しております。
 

従業員等に対して支給する賞
与に備え、支給見込額の期間対応
分を計上しております。 

従業員に対して支給する賞与
に備え、支給見込額の期間対応分
を計上しております。 

(3) 退職給付引当金  
 

従業員（執行役員除く）の
退職給付に備えるため、当期
末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発
生していると認められる額を
計上しております。 

なお、会計基準変更時差異
(6,227,018千円)については、
15年による按分額を費用処理
しております。 

過去勤務債務については、
その発生時における従業員の
平均残存勤務期間による定額
法により按分した額を費用処
理しております。 
数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業
員の平均残存勤務期間による
定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌期より費用処
理しております。 
また、執行役員に対して支給

する退職給付に備え、内規に基
づく中間期末要支給額を計上
しております。 
 

従業員等（執行役員除く）
の退職給付に備えるため、当
期末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づ
き、当中間会計期間末におい
て発生していると認められる
額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異
(6,227,018千円)については、
15年による按分額を費用処理
しております。 

過去勤務債務については、
その発生時における従業員等
の平均残存勤務期間による定
額法により按分した額を費用
処理しております。 
数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業
員等の平均残存勤務期間によ
る定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌期より費用
処理しております。 

また、執行役員に対して支給する
退職給付に備え、内規に基づく中
間期末要支給額を計上しており
ます。 

従業員（執行役員除く）の
退職給付に備えるため、当期
末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、
当期末において発生している
額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異
(6,227,018千円)については、
15年による按分額を費用処理
しております。 

過去勤務債務については、
その発生時における従業員の
平均残存勤務期間による定額
法により按分した額を費用処
理しております。 

数理計算上の差異について
は、各期の発生時における従
業員の平均残存勤務期間によ
る定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌期より費用
処理しております。 

また、執行役員に対して支
給する退職給付に備え、会社
内規に基づく期末要支給額を
計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当
金 

役員に対して支給する退
職慰労金に備え、会社内規に
基づく中間期末要支給額を
計上しております。 
（追加情報） 
従来、役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しており
ましたが、報酬体系の見直しの
一環として、平成18年６月29日
開催の第98回定時株主総会終
結時をもって役員退職慰労金
制度を廃止いたしました。 
なお、制度廃止時までの在任

期間に応じた役員退職慰労金
については、同定時株主総会で
打ち切り支給を決議し、取締役
及び監査役のそれぞれの退任
時に支給することとしました。
これに伴い、役員退職慰労引

当金は全額取崩して「長期未払
金」に振り替え、固定負債の「そ
の他」に含めて表示しておりま
す。 

― 
 

役員に対して支給する退
職慰労金に備え、会社内規に
基づく期末要支給額を計上
しております。 
（追加情報） 
従来、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上し
ておりましたが、報酬体系の
見直しの一環として、平成18
年６月29日開催の第98回定
時株主総会終結時をもって
役員退職慰労金制度を廃止
いたしました。 
なお、制度廃止時までの在

任期間に応じた役員退職慰
労金については、同定時株主
総会で打ち切り支給を決議
し、取締役及び監査役のそれ
ぞれの退任時に支給するこ
ととしました。 
これに伴い、役員退職慰労

引当金は全額取崩して「長期
未払金」に振替えておりま
す。 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 
 

(1)ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たす

金利スワップについては、特
例処理を採用しております 

(1)ヘッジ会計の方法 
同左 

 

(1)ヘッジ会計の方法 
同左 

 (2)ヘッジ手段 
デリバティブ取引(金利ス

ワップ取引) 

(2)ヘッジ手段 
同左 

(2)ヘッジ手段 
同左 

 (3)ヘッジ対象 
相場変動等による損失の

可能性があり、相場変動等が
評価に反映されていないも
の及びキャッシュ・フローが
固定されその変動が回避さ
れるもの 

(3)ヘッジ対象 
同左 

(3)ヘッジ対象 
同左 

 (4)ヘッジ方針 
相場変動リスクに晒され

ている資産、負債に係るリス
クを回避する目的にのみ、デ
リバティブ取引をヘッジ手
段として利用する方針をと
っております。 

(4)ヘッジ方針 
同左 

(4)ヘッジ方針 
同左 

 (5)ヘッジの有効性評価の方
法 
金利スワップの特例処理

の要件を満たしているため、
中間決算日における有効性
の判定を省略しております。

(5)ヘッジの有効性評価の方
法 

同左 
 

(5)ヘッジの有効性評価の方
法 
金利スワップの特例処理

の要件を満たしているため、
決算日における有効性の判
定を省略しております。 

６ リース取引の処理方
法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 

 同左 同左 

７ 消費税等の会計処理
方法 

消費税等の会計処理は、税
抜方式によっております。 

 同左 同左 

 

 

 

（５）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

(会計方針の変更) 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準） 
 当中間会計期間より、「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第５号 平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準適用指針第８号 平成17年12
月９日）を適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当する
額は31,488,712千円であります。 
 なお、当中間会計期間における中間貸
借対照表の純資産の部については、中間
財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の
中間財務諸表等規則により作成しており
ます。 

― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準） 
 当事業年度より、「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準」（企業
会計基準第５号 平成17年12月９日）及
び「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準適用指針第８号 平成17年12月９
日）を適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当する
金額は30,055,515千円であります。 
 なお、当事業年度における貸借対照表
の純資産の部については、財務諸表等規
則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規
則により作成しております。 
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（６）中間個別財務諸表に関する注記事項 

 

(中間貸借対照表関係) 

項目 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減
価償却累計額 

36,768,856千円 37,994,469千円 37,259,035千円

２ 偶発債務 (1)保証債務 
① 関係会社の銀行等からの

借入に対する保証債務の額
大同メタルコトールAD 

(4,000千ユーロ)
599,080千円

大同メタルベルフォンテン
LLC 

(12,000千ドル)
1,414,800千円

大同インダストリアルベア
リングヨーロッパLTD. 

(1,500千ポンド)
331,650千円

(1)保証債務 
① 関係会社の銀行等からの

借入に対する保証債務の額
大同メタルコトールAD 

(3,835千ユーロ)
626,713千円

大同メタルベルフォンテン
LLC 

(12,000千ドル)
1,385,160千円

大同インダストリアルベア
リングヨーロッパLTD. 

(2,450千ポンド)
573,863千円

大同メタルヨーロッパLTD.
(720千ユーロ)
117,633千円

大同精密金属（蘇州）有限
公司 

610,000千円
大同プレーンベアリング
（株） 

2,700,000千円

(1)保証債務 
① 関係会社の銀行等からの

借入に対する保証債務の額
大同メタルコトールAD 

(3,835千ユーロ)
603,506千円

大同メタルベルフォンテン
LLC 

(6,000千ドル)
708,300千円

大同インダストリアルベア
リングヨーロッパLTD. 

(1,950千ポンド)
451,873千円

大同メタルヨーロッパLTD.
(500千ポンド)
115,865千円

大同精密金属（蘇州）有限
公司 

610,000千円
大同プレーンベアリング
（株） 

500,000千円
 ② 関係会社の仕入債務に対

する保証債務の額 
大同メタルベルフォンテン
LLC 

(209千ドル)
24,660千円

②  
― 

②  
― 

 ③ 従業員の住宅ローン融資
等に対する保証債務の額 

 320,009 千円

 

③ 従業員の住宅ローン融資
等に対する保証債務の額 

 371,350 千円

 

③ 従業員の住宅ローン融資
等に対する保証債務の額 

 333,066 千円

 
 ④ 関係会社のリース債務に

対する保証債務の額 
大同メタルベルフォンテン
LLC 

(2,833千ドル) 
334,073千円

④ 関係会社のリース債務に
対する保証債務の額 
大同メタルベルフォンテン
LLC 

(5,121千ドル) 
591,164千円

④ 関係会社のリース債務に
対する保証債務の額 
大同メタルベルフォンテン
LLC 

(5,273千ドル) 
622,548千円

 ⑤ 銀行借入に関して差入れ
た経営指導念書等 
大同インダストリアルベア
リングヨーロッパLTD. 

(1,732千ポンド)
382,999千円

保証債務合計 
①＋②＋③＋④＋⑤ 

3,407,273千円

⑤ 銀行借入に関して差入れ
た経営指導念書等 
大同インダストリアルベア
リングヨーロッパLTD. 

(1,653千ポンド)
387,212千円

保証債務合計 
①＋②＋③＋④＋⑤ 

7,363,098千円

⑤ 銀行借入に関して差入れ
た経営指導念書等 
大同インダストリアルベア
リングヨーロッパLTD. 

(1,674千ポンド)
388,138千円

保証債務合計 
①＋②＋③＋④＋⑤ 

4,333,298千円

 
 

(2)輸出債権譲渡に伴う遡及
義務額 
大同精密金属（蘇州）有限公
司 

359,352千円

(2)輸出債権譲渡に伴う遡及
義務額 

 
― 

(2)輸出債権譲渡に伴う遡及
義務額 

 
― 
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項目 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※３ 消費税等の取扱い 
 
 

仮払消費税等及び仮受消費
税等は相殺のうえ、流動負債
の未払消費税等として表示し
ております。 

同左 
 
 
 

― 

４ 当座貸越契約 運転資金の効率的な調達を
行うため取引銀行８行と当座
貸越契約を締結しておりま
す。これらの契約に基づく当
中間会計期間末の借入未実行
残高は次のとおりでありま
す。 

当座貸越 
極度額 

5,840,000千円

借入実行 
残高 

750,000千円

差引額 5,090,000千円
  

運転資金の効率的な調達を
行うため取引銀行８行と当座
貸越契約を締結しておりま
す。これらの契約に基づく当
中間会計期間末の借入未実行
残高は次のとおりでありま
す。 

当座貸越 
極度額 

5,860,000千円

借入実行 
残高 

1,800,000千円

差引額 4,060,000千円
  

運転資金の効率的な調達を
行うため取引銀行８行と当座
貸越契約を締結しておりま
す。これらの契約に基づく当
期末の借入未実行残高は次の
とおりであります。 

 

当座貸越 
極度額 

5,710,000千円

借入実行 
残高 

750,000千円

差引額 4,960,000千円
  

※５ 期末日満期手 
  形 

中間期末日満期手形の会計
処理は、手形交換日をもって
決済処理しております。なお、
当中間会計期間の末日は金融
機関の休日であったため、次
の中間期末日満期手形が中間
期末残高に含まれておりま
す。 

受取手形 110,785千円

中間期末日満期手形の会計
処理は、手形交換日をもって
決済処理しております。なお、
当中間会計期間の末日は金融
機関の休日であったため、次
の中間期末日満期手形が中間
期末残高に含まれておりま
す。 

受取手形 131,853千円

期末日満期手形の会計処理
は、手形交換日をもって決済
処理しております。なお、当
期末日が金融機関の休日であ
ったため、次の期末日満期手
形が期末残高に含まれており
ます。 

受取手形 118,903千円

 

(中間損益計算書関係) 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の 
主要項目 

受取利息及び 
配当金 

482,262千円 117,586千円 653,088千円

廃棄屑売却収入 71,021千円 108,809千円 162,085千円

※２ 営業外費用の 
主要項目 

支払利息 84,130千円 106,966千円 177,653千円

社債利息 680千円 0千円 1,352千円

退職給付費用 164,993千円 164,993千円 329,986千円

※３ 特別利益の 
   主要項目 

機械装置売却益 902千円 ― 千円 909千円
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※４ 特別損失の 
主要項目 

建物除却損 152千円 2,098千円 4,382千円

機械及び装置 
除却損 

9,268千円 18,723千円 73,309千円

有形固定資産 
その他除却損 

1,067千円 2,982千円 3,809千円

建物売却損 11,320千円 ― 千円 10,792千円

機械及び装置 
売却損 

2,066千円 1,460千円 2,536千円

土地売却損 10,792千円 ― 千円 11,320千円

関係会社株式 
評価損 

― 千円 1,939,891千円  2,733,007千円

関連会社清算に 
伴う損失 

134,623千円 ― 千円 125,641千円

減損損失 ― 千円 ― 千円 8,005千円

   

当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
金額 

(千円)

遊休 土地 
愛知県 

犬山市 
8,005 

(経緯) 

上記の土地については、事業の用

に供していない遊休資産であり、今

後の利用計画も無く、地価も著しく

下落しているため、減損損失を認識

いたしました。 

(グルーピングの方法) 

社内カンパニーをグルーピングの

単位としております。 

なお、将来の使用が見込まれてい

ない遊休資産については、個々の物

件単位でグルーピングをしておりま

す。 

なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おり、土地については不動産鑑定評

価基準により評価しております。 

※５ 減価償却の 
実施額 

有形固定資産 938,363千円 1,072,733千円 1,976,341千円

無形固定資産 65,113千円 103,115千円 152,439千円
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